
新規・拡充事業

①事 業 名 【９】国際教育総合推進プラン

②主管課及び関 （主管課）初等中等教育局国際教育課（課長：手塚 義雅）
（ ）係課 課長名

③施策目標及び 施策目標２－１ 確かな学力の育成
達成目標 達成目標２－１－４ 国際社会で主体的に行動することができる能力の基礎を育成す

るために国際教育を推進する体制を整備するとともに 「英語が使える日本人」の育成、
のための行動計画に基づき 「英語が使える日本人」を育成する体制を確立する。、

④事業の概要 （１）国際教育拠点形成事業
国際教育について先進的な取組を行う拠点を指定し、中核となる学校では大学等と連

携してカリキュラムや教材の開発等に関する実践研究を行う。
（２）国際教育資源連携促進事業
地域の人材や組織等の連携や学習プログラム等の共有化、地域の国際教育資源を活用

した実践的指導方法の開発等を行う。

⑤予算額及び 平成１８年度概算要求額：７３百万円
事業開始年度 事業開始年度 ：平成１８年度

⑥事業開始時に 〔拡充事業の場合のみ記入〕
おいて得よう
とした効果

⑦得られた効果 〔拡充事業の場合のみ記入〕

⑧得ようとする 【得ようとする効果】 ⑨達成年度
効果及び上位 地域の特色・実情を生かした国際教育にかかわるカリキュ
目標との関係 ラムや教材・手法・指導方法を開発するとともに、地域の国 平成２０年度

際教育資源の連携・共有化により、事業実施地域における国
際教育体制を整備する。

目標値：国際教育体制を整備する。

【達成目標との関係】
本事業が効果をあげることにより、国際教育拠点地域が形

成されるとともに、各地域の国際教育資源が共有される枠組
みが形成され、各地域において、国際社会で主体的に行動す
るために必要な能力の基礎の育成が図られるものと考えられ
る。

【施策目標との関係】
各地域において国際教育を推進するための体制が整備され

ることにより、国際社会で主体的に行動するために必要な能
力、すなわち、自己を確立し、他者を受容し共生しながら、
発信し行動できる力の基礎の育成が図られ、ひいては、確か

（ 、 、な学力を要素とする生きる力 自分で考え 主体的に判断し
行動し、よりよく問題を解決する能力）の育成につながるも
のと考えられる。

⑩必要性 「初等中等教育における国際教育推進検討会報告」を受け、国際化した社会を生きる
人材を育成するために、学校及び地域における国際教育の推進の体制整備を図る必要性
がある。
また 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨太の方針）２００５」におい、

ても、学校での国際教育を推進することが述べられている。

⑪効率性 【事業に投入されるインプット（資源量 】）
本事業の予算規模は７３百万円である。

【事業から得られるアウトプット（活動量 】）
本事業の実施により、拠点校でのカリキュラム開発（８地域 、市町村教育委員会に）

よる実践研究（８地域 、全国フォーラムの開催、ＮＰＯ等外部組織に実践研究を委託）
（６団体 、事例のデータベース化等。）



⑫想定できる代 全国の学校約４０，０００校を全て対象にして国際教育の推進のための取組を推進す
替手段との比 るのではなく、まず各都道府県１地域の国際教育拠点校を指定し、カリキュラム開発等
較考量 を行わせ、その成果を吸い上げ全国の学校等に還元するため、予算をあまりかけずに全

国的な国際教育の推進を図ることができる。

⑬ 指標・参考指 【参考指標】
有 標 地域の国際教育拠点校の指定件数。

総合的な学習の時間において国際理解に取り組んでいる学校の割合の増加
効 第三者機関の評価・分析 （国際教育推進拠点地域事業、国際教育資源共有・連携強。

化支援事業）
性 生徒の留学の数の増加。

効果の把握の 「公立小・中学校教育課程編成・実施状況調査」にて、総合的な学習の時間において
仕方 国際理解に取り組んでいる学校の割合等を把握。

実践研究の成果分析や優良事例の抽出については、第三者機関に評価・分析を委託。

得ようとする 本事業は、地域における国際教育拠点の形成、国際教育推進データベースの活用、全
効果の達成見 国フォーラムの実施等から国際教育を実施する学校の割合の増加、授業内容の質的向上
込み及びその 等を通じて、各地域において国際社会で主体的に行動するために必要な能力の基礎を育
判断根拠 成する体制が整備されるものと考えられる。

例えば、英語教育を重点的に行う高等学校等を「スーパー・イングリッシュ・ランゲ
ージ・ハイスクール」として指定し、英語教育を重視したカリキュラム開発等を行って

研究開発への取組を通じて、学校や英語科全体で事業に取り組む機運がいるが、すでに、
高まっており、生徒の英語教育へのモティベーションの向上などが見られたと報告されており、
国際教育総合推進プランについても、その体制整備を通じて、国際社会で主体的に行動

。するために必要な能力の基礎を育成することができると考えられる

⑭公平性、優先
性

⑮評価に用いた
データ・情報
・外部評価等

⑯備 考



学校

教育委員会、
国際交流団体

大学

ＮＰＯ、
企業等

海外子女教育
外部人材

国 際教育総合推進プ ラ ン （新規） 平成１８年度概算要求額 ７３百万円

目 標 ●国際社会において、地球的視野に立って、主体的に行動できる人材の育成

先進的取組の推進
中核となる学校において、地域の実
情や特色を生かしたカリキュラム・教材
の開発、国際交流等を実践。他の学校
を先導し、地域の国際教育を振興。

国際教育指導力向上ワーク
ショップの開催
教員の実践力向上のための参加
型・実践型のワークショップを実施。

国際教育で育成する態度・能力

異文化や異文化をもつ
人々を受容・共生する能力

自らの歴史、伝統・文化に
立脚した自己の確立

自らの考えや意見を発信し、
具体的に行動する態度・能力

質の向上

支援の裾野の拡大

学びが広がり深まる授業づくり

教員の実践力の向上

海外経験を有する教員の活用

国際交流活動の活性化

学校外部の人材の活用

国際教育に関する
情報発信の充実
国際教育フォーラムや、
国際教育実践データベー
スの開発等により、優れ
た事例や拠点で開発した
優れた学習方法、教材等
を全国の地方公共団体、
学校に普及。

国際教育拠点形成事業
（市町村教育委員会による
実践研究【８地域】）

国際教育資源連携促進事業
（ＮＰＯ等による実践研究【６団体】）

教育資源の共有化、連携促進
外部人材や組織、学習プログラムや教材
等の教育資源の共有化・連携を強化。地域
の国際教育関係者の情報交換、コーディ
ネーターの配置、教育資源のデータベース
化等を促進。
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